
評価結果反映報告書 

地方独立行政法人東京都立病院機構の令和５年度評価結果における主な反映状況 

地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）第 29条に基づく評価結果の業務運営の改善等への反映状況については、以下のとおりである。 

令和５年度評価 

総評「改善・充実を求める事項」 
令和６年度の業務運営等への反映状況 

・総合診療医の育成については、目

指す「総合診療医」像や、総合診療

の提供に向けた今後の方向性と具

体的な取組を明確にした上で、地域

医療機関との連携を強化し、地域住

民の安心に繋げられたい。特に、広

尾病院における取組は重要であり、

今後に期待する。 

令和６年３月に作成した「東京都立病院機構 総合診療専門研修プログラム」に基づき、都立病院の多様な

フィールドを活用して、東京の医療課題を解決に導く総合診療医を育成している。 

令和６年度は、地域の総合診療力向上に貢献していくため、以下の取組を推進した。 

・引き続き、広尾病院を中心に、都立病院及びアライアンス施設と連携し、講師の相互派遣、専攻医・指導

医向け講習会等を実施 

・東京都医師会と協働し、地域医療人材育成支援を目的としたワークショップを令和６年 12月に開催 

・松沢病院で新たに、精神科医療も理解した病院総合診療医としての臨床能力獲得に向けた「松沢総合診療

プログラム」を作成（令和６年 10月に承認） 

特に、モデル病院である広尾病院においては、令和５年度に引き続き、病院総合診療科と専門診療科が協働

しながら、積極的に地域の患者を受け入れている。また、近隣住民向けの健康相談会「けんこうサロン」等を

定期的に開催し、地域住民と交流する地域活動も行っている。 

・安定的な経営基盤の維持のため、

病院ごとに財務内容の悪化要因に

ついて詳細に分析した上で、収支の

改善に取り組まれたい。また、各経

営指標については、病院ごとに目標

値を設定し、各病院の運営状況を職

員にしっかりと周知するほか、病院

の機能に応じた適正な平均在院日

数となるよう注力されたい。 

・経営実績や財務内容に関する病院ごとの分析を月次で行い、その分析を踏まえた経営上の課題について、経

営戦略推進会議等の各種会議において機構内で検討し、収支改善につなげている。 

・具体的には、令和５年 11 月からは、断らない救急の徹底・初診患者の受入体制強化・地域との連携強化を

重点取組事項として受入体制の強化を推進した。また、令和６年５月には、予算で掲げた収支目標の達成に向

け、収支改善に向けたあらゆる方策を速やかに実施するよう各病院に通知するとともに、令和６年 9月には、

危機的な経営状況を踏まえ、全病院において、医療資源の有効活用や徹底した支出削減等の緊急取組を可及的

速やかに実施することを求めるなど、法人一丸となって収支改善に取り組んできた。 

・予算や年度計画において、新入院患者数、平均在院日数、病床稼働率、初診患者数や救急患者数などの各経

営指標に係る目標値を病院ごとに設定し、その実績については経営レポートを通じて機構内で共有するととも

に、機構や各病院の経営状況については、理事長名の通知や職員向け広報等により職員に周知を図っている。 

・平均在院日数については、病院の機能や診療報酬制度を踏まえた目標設定を行っており、その達成に向けて

各病院において取組を推進している。 

資料４ 



 

【参考】地方独立行政法人法 

第二十八条 地方独立行政法人は、毎事業年度の終了後、当該事業年度が次の各号に掲げる事業年度のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める事項について、

設立団体の長の評価を受けなければならない。 

一 次号及び第三号に掲げる事業年度以外の事業年度 当該事業年度における業務の実績 

二 中期目標の期間の最後の事業年度の直前の事業年度 当該事業年度における業務の実績及び中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務

の実績 

三 中期目標の期間の最後の事業年度 当該事業年度における業務の実績及び中期目標の期間における業務の実績 

２ （略） 

第二十九条 地方独立行政法人は、前条第一項の評価の結果を、中期計画及び年度計画並びに業務運営の改善に適切に反映させるとともに、毎年度、当該評価の結果

の反映状況を公表しなければならない。 

・適切な評価を実施するため、例え

ば救急医療では救急搬送患者数の

ような量的な指標だけでなく、受入

依頼に対する応需率等の病院の役

割を果たしたのかどうかが分かる

指標を設定した上で、評価された

い。また、病院別の評価等について

も検討されたい。 

・令和６年度の年度計画においては、医療の質を可視化するＱＩの取組の中で、新たに「救急車・ホットライ

ンの応需率」を項目として設定した。 

・病院別の評価等については、現在の中期計画においては目標となる指標が病院別に設定されていないことに

加え、特性や規模の異なる 14 の病院を適正かつ客観的に評価できるかなどの課題がある。引き続き、各病院

の取組を分かりやすく伝える工夫を行うとともに、他団体の状況等も勘案した上で、実施の可否を含め検討し

ていく。 


